
令和５年度廿日市市国の制度活用サポート補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症の影響により社会経済活

動に大きな影響が及ぶ中、アフターコロナを見据え、国の「事業再構築

補助金」又は「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」を

活用して、新分野展開、業態転換、事業・業種転換等の取組若しくは事

業再編等の取組又は革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの

改善等の取組、あるいは国の「業務改善助成金」を活用して、労働能率

の増進に資する設備投資等の取組、又は国の「働き方改革推進支援助成

金」を活用して、働き方改革に取り組む中小企業、個人事業主等の支援

を目的として、予算の範囲において令和５年度廿日市市国の制度活用サ

ポート補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号の定めるところによる。 

 (1) 中小企業者 

中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に定め

る中小企業者をいう。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等

に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第５項に規定する

性風俗関連特殊営業を行っている者を除く。 

（補助対象者の要件） 

第３条 補助対象者は、次の各号の全てに該当する者とする。 

 (1) 廿日市市内に事業所（法人にあっては本店）を開設し、今後も事業

を継続する意思があること。 

 (2) 廿日市市内での事業の実施に当たって、必要な許認可を取得し、関

係法令を遵守していること。 

２ 次の各号に該当する者は、支給対象者としない。 

 (1) 市税等（国税及び地方税）を滞納しているもの。ただし、新型コロ



ナウイルス感染症の影響を受けて認められた延納等は除く。 

 (2) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団若しくは同条第６号に規定す

る暴力団員であるものまたはそれらと密接な関係にあるもの。 

 (3) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年

法律第１４７号）第５条第１項に規定する観察処分を受けている団体

又は当該団体に属する者が、運営に関与しているもの。 

 (4) 会社法第４７５条若しくは第６４４条の規定による精算の開始又は

破産法第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定による破産手続

き開始の申立てがなされているもの。 

 (5) 会社更生法第１７条の規定による更生手続開始の申立て又は民事再

生法第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされているもの。 

 (6) 宗教活動又は政治活動が主たる目的とするもの。 

 (7) 法令又は公序良俗に反する、又は反するおそれのあるもの。 

 (8) その他廿日市市新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会

実行委員長（以下「実行委員長」という。）が適当でないと認めるも

の。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、国の「事業再構築補助金」若しくは「ものづく

り・商業・サービス生産性向上促進補助金」あるいは「業務改善助成

金」又は「働き方改革推進支援助成金」の令和５年度中の申請に当たり、

次の各号に掲げる認定経営革新等支援機関等（以下「認定支援機関等」

という。）の支援を得て事業計画を策定する事業 

(1) 廿日市市新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会に属す

る認定支援機関等が適当と認めた者 

(2) その他、実行委員長が認めた者 

 

（補助対象経費等） 

第５条 補助対象経費、補助率及び補助金の額は、次の表のとおりとする。 



補助対象経費 補助率 補助金の額 

国の事業再構築補

助金若しくはものづ

くり・商業・サービ

ス生産性向上促進補

助金あるいは業務改

善助成金又は働き方

改革推進支援助成金

の申請に必要な事業

計画策定のために認

定支援機関等に支払

った報酬 

１０分の１０  補助対象経費に補助率を乗じ

て得た額を補助額とする。ただ

し、補助対象経費等に補助率を

乗じて得た額を２０万円を超え

るときは、２０万円を補助限度

額とする。 

※注１ 補助対象経費には、消費税及び地方消費税相当額を含まないもの   

とし、実行委員長の交付決定日から令和６年２月末日までに支払っ

た報酬であること 

※注２ 補助金の額は、公租公課（消費税及び地方消費税総同額等）を除

いた額とし、１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り

捨てるものとする。 

※注３ 国、県、他の自治体、廿日市市及び実行委員会からこの要綱の規

定による補助金以外の補助金を受けていない経費であること。 

 （交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

令和５年度廿日市市国の制度活用サポート補助金申請書に次に掲げる書

類を添えて、実行委員長に提出しなければならない 

 (1) 誓約書及び同意書 

（2） 事業を行っていることが確認できる書類 

  ア 法人にあっては、直近の法人事業概況説明書の写し（創業後申告

時期が未到来の場合は、法人設立（開設）届出書の写し） 

  イ 個人にあっては、直近の確定申告書第一表の写し（創業後申告時



期が未到来の場合は、個人事業の開業・廃業等届出書の写し） 

（3） 本人確認書類の写し（個人の場合のみ） 

（4） 事業概要書及び営業に必要な許可を受けていることが確認できる書

類 

 (5)  市税等の滞納がない証明書 

（6） その他実行委員長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第７条 実行委員長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、

当該申請書の内容を審査の上、交付の可否を決定し、その結果を申請者

に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第８条 交付決定を受けた申請者は、国の「事業再構築補助金」又は「も

のづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」においては申請が確

認できる書類を、国の「業務改善助成金」又は「働き方改革推進支援助

成金」においては交付決定が確認できる書類を、また、それぞれの計画

書の写しを添えて実行委員長に提出するものとする。 

２ 補助対象経費の支払い方法は、銀行振込又は現金決済のみ認めるもの

とする。 

（補助金の交付） 

第９条 実行委員長は、前条の規定により補助金の額を確定したときは、

速やかに交付対象者に対し、補助金を交付するものとする。 

（補助金の交付決定の取消し等） 

第１０条 実行委員長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれか

に該当した場合は、交付の決定の全部を取り消すことできるものとする。 

 (1) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) この要綱に違反したとき。 

 (3) その他実行委員長が不適当と認めたとき。 

（補助金の不正受給等への対応） 

第１１条 実行委員長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消



した場合において、既に補助金が交付されているときは、期日を定めて

その返還を命じるものとする。 

２ 前項の規定により補助金の返還を命ぜられた者は、直ちに補助金を返

納しなければならない。 

３ 第１項の補助の返還について、期限内に納付がない場合は、未納に係

る金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１０．９５％パーセ

ントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

４ 実行委員長は、前項の場合において、やむを得ない事情があると認め

るときは、事業者の申請により、延滞金の全部又は一部を免除すること

がある。 

（立入検査等） 

第１２条 実行委員長は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必

要があると認めるときは、申請者に対して報告させ、又は指定する職員

にその事務所、事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させるものとする。 

２ 申請者は前項の立入検査等に対して誠実に対応しなければならない。 

（書類の整備） 

第１３条 申請者は、補助事業に係る収支を帳簿その他の証拠書類により

整備しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿その他の証拠書類は、令和５年４月１日から起算

して５年間保管しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、補助事業により取得し、又は効用の増加し

た財産で処分制限期間（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和

４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数に相当する期間をい

う。）を経過しないものについては、財産管理台帳その他関係書類を作

成し、当該処分制限期間を経過する日まで保管しなければならない。 

 （アンケートへの協力） 

第１４条 交付対象者は、事業終了後に実行委員長が実施するアンケート

調査に協力しなければならない。 



（実施規定） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、

実行委員長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日に限り、その効力を失う。ただし、

同日以前に補助の交付を受けた者における第１１条、第１２条、第１３

条及び第１４条の規定の適用については、同日後においても、なお従前

の例による。 


